
資料３－４

下水道の水環境創造・雨水管理に関わる
中期目標・施策（案）
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現状分析１
（現状）

現状分析２
（課題）

施策推進上の考え方 施策例 中期目標

１
．
水
環
境
創
造

○下水道の整備は
進捗し一定の水質
改善効果

○閉鎖性水域の赤
潮等は依然発生し、
生態系へは悪影響

○観光資源等とし
て水辺への期待は
大。

○ 一方、栄養塩不

足により「豊かな
海」が求められてい
る水域も存在。

○高度処理が遅れてい
る要因は、コスト増

○エネルギー効率を流
域全体で考慮するなど
の視点が不足。

○現在の流域別下水道
整備総合計画は環境基
準の達成が目標

○スケールメリットを生かすなど、
広域的な観点でエネルギー効率
を最適化することにより、高度処
理にともなう負担を抑え、導入促
進を図り、水環境の一層の改善
を図るべく国として制度改正を
行う必要

○地域の実情に応じた多様な目
標を流域別下水道整備総合計
画に位置づけ、能動的な水質・
水量管理を実施

①流総大改革 長期的な目標①

総合的な水・バ
イオマス管理シス
テムの構築
＜指標案＞
○都道府県による
エネルギー等を考
慮した流域別下水
道整備総合計画
策定率100％（見
直し期限が10年以
内を対象）

中期目標について
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中期目標について

現状分析１
（現状）

現状分析２
（課題）

施策推進上の考え方 施策例 中期目標

１
．
水
環
境
創
造

○下水道の整備は
進捗し一定の水質
改善効果

○閉鎖性水域の赤
潮等は依然発生し、
生態系へは悪影響

○観光資源等とし
て水辺への期待は
大。

○高度処理が遅れてい
る要因は、コスト増。

○水環境改善を図るべく早期に
高度処理を普及させるために、
既存ストックやナレッジの活用、
広域調整等が必要であり、国と
してこれを支援・実施。

②段階的高度処
理の推進

③場・ベストプラ
クティスの有効
活用による水
環境の改善

長期的な目標②

ゼロエミッション型
下水道システムの
構築
＜指標案＞
○高度処理実施
率約8割に倍増
（平成24年度約
39％）し、お台場
等の水環境の改
善に寄与

○汚濁負荷削減対
策としての合流式
下水道越流水対策
は着実に進んでい
るが、分流式下水
道における雨天時
の越流水(SSO)も存

在。

○ノロウイルスの流
行等は散発的に発
生。

○分流式下水道におけ
る雨天時越流水対策に
ついては公衆衛生等へ
の影響が未解解明

○ノロウイルスについて
は下水道との因果関係
が不明。

○引き続き、合流式下水道の改
善対策を推進。

○学と連携するなどして研究開
発を進めるとともに、流行時等に、
下水道が能動的かつ効果的な
対策を実施する必要。

④流入水質等情
報を活用した
公衆衛生の向
上対策

＜指標案＞

○合流式下水道
改善率100％
（平成24年度約
53％）
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中期目標について

現状分析１
（現状）

現状分析２
（課題）

施策推進上の考え方 施策例 中期目標

１
．
水
環
境
創
造

○渇水時等の利用
に対応した施設整
備はわずか。

○気候変動により、
渇水リスクは増大。

○再生水の利用は
単一の目的を有す
る利用がほとんど。

○渇水時の活用に関し
て検討がなされていない
可能性。

○再生水利用のニーズ
は小。

○渇水リスクや防災意識の
高まりという社会的背景を踏
まえた再生水利用を国として
推進する必要。

○地域の実情に応じて、費用
対効果、資源・エネルギーの
有効利用の観点から、水・資
源・エネルギーの多元的活用
を推進

⑤非常時におけ
る再生水利用
等の再生水多
元的活用

⑥下水道技術の
実証・国内外
への展開

⑦下水道の価値
向上

長期的な目標③

水・資源・エネルギー
の供給拠点化
＜指標案＞
○人口10万人以上で
渇水確率1/10（水道
減断水）以上の都市
において、渇水時に
下水処理水を緊急的
に使用するための施
設整備をリーディング
的に実施し、約100箇
所を整備。
（平成24年度約30か
所（新世代下水道支
援事業活用箇所））

○世界の水ビジネ
ス市場は大きく拡
大する見込み。

○日本の優位技術が適
正に評価される必要。

○日本企業の海外展開に資
する国際標準規格を我が国
が主導的に策定

⑧国際標準化を
軸とした技術
の国際展開

長期的な目標⑤

本邦企業の水メ
ジャー化
＜指標案＞
○平成29年度をめど
に、水の再利用に関
する国際標準規格を
策定。
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中期目標について

現状分析１
（現状）

現状分析２
（課題）

施策推進上の考え方 施策例 中期目標

２
．
雨
水
管
理

○ストックが蓄積し、

ハード整備による
浸水安全度は着実
に向上しているが、
局地的集中豪雨等
の増加により都市
機能に影響を与え
る被害が未だ発生。

○ハード施設の計
画を上回る降雨に
対して浸水被害の
最小化に向けた取
り組みを行っている
箇所は少数

○使用料収入以外の財
源による財政的制約が
存在。

○着実なハード対策に
加え、ソフト対策や自助
の取り組みを充実させる
必要。

○浸水対策の知見を有
する職員が少なく、施策
推進が困難な地方公共
団体も存在。

○浸水被害の最小化を図るた
め、ハード整備に加えて、ソフト
対策、自助の取組を組み合わせ
た施策について国として支援を
実施

①総合的な浸水
対策による被
害の最小化

②ナレッジを活用
した浸水対策

③リスクマネジメ
ント

④基盤の構築

長期的な目標④

平常時と非常時の
マネジメントの確
立
＜指標案＞
○ハード・ソフト・
自助の組み合わ
せにより浸水被害
を最小化する計画
策定率100％



１．水環境創造 ①流総大改革 ～『流域管理』～
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エリア別
の目標像
はこうし
よう

エリアC
（豊かな海）

エリアB
（きれいな海）

エリアA
（泳げる海）

市民・企業
関連部局
（行政）

地域で決定した目標像を
下水道の目標に取り入れる

病原性微生物の
リスクを無くす

流域全体で資源・エネルギーの最適化を図る

○流域別下水道整備総合計画（下水道の水質面の広域計画で、都道府県が策定。以下、「流総計画」）において、エネ
ルギー・資源、経営、防災の視点を取り入れ、流域全体における資源・エネルギーや事業効率性の最適化を日本下
水道事業団（JS）等の活用で実施。

○地域の要望に応じた水環境（水産業・水生生物・水浴等）の目標を流総計画に位置づけ、能動的に水質・水量を管理
し、地先の水環境を改善。特に、水産資源確保の要請等から栄養塩類コントロールの円滑な実施のために、必要な
制度改正を実施。

○水質・水量に係る解析プラットフォームを活用した流域管理の効率化の実施。

商品価値の高い
ノリを養殖する

施策イメージ
施策イメージ

※他の処理場の高度処理を肩代わりすることについては、制度上可能
（高度処理共同負担制度）



１．水環境創造 ②段階的高度処理の推進 ～『資産・資源・ナレッジの活用』～
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○既存施設を活用した低コストで早期に水質改善が可能な段階的高度処理の活用等を含めたアクションプラン
（流総における中期整備計画など）を作成し、拡充を含めた財政支援の重点化。

○段階的高度処理の導入促進のための維持管理方法等について、実証・技術開発等を通じて国・地方が一体と
なってノウハウの蓄積・改良のスパイラルを実施。

現在

従来手法
全面的改築

運転管理の
工夫

凝集剤添加設
備設置

最終
目標水質
（流総計画）

初年度
（現況）

5年目 10年目 15年目 目標年度

現在

従来手法
全面的改築

運転管理の
工夫

凝集剤添加設
備設置

最終
目標水質
（流総計画）

初年度
（現況）

5年目 10年目 15年目 目標年度

運転条件
の見直し

現在

従来手法
全面的改築

運転管理の
工夫

凝集剤添加設
備設置

最終
目標水質
（流総計画）

初年度
（現況）

5年目 10年目 15年目 目標年度

現在

従来手法
全面的改築

運転管理の
工夫

凝集剤添加設
備設置

最終
目標水質
（流総計画）

初年度
（現況）

5年目 10年目 15年目 目標年度

運転条件
の見直し

高度処理に係る段階的な施設整備イメージ

段階的高度処理 国がリードする「水の知」の創造

閉鎖性水域に流入する汚濁負荷を早期に削減するため、施設の全面的
な高度処理化が当面の間見込めない処理場であっても、既存施設を活用し
た運転管理のノウハウ等で実施可能な段階的な高度処理を推進 ～埼玉県における実証実験を通じた事例～



１．水環境創造 ③場・ベストプラクティスの有効活用による水環境の改善～『流域管理』～
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○東京湾等における良好な水環境の形成に関する取組について、関係者による広域調整を国が会議の場
を設置するなどして実施。特に、水環境の改善が必要な水域のうちお台場等観光資源が集積する地域等
重要ポイントを特定し、関係機関と連携の上重点的に水環境改善の取組を実施。

○国主導で、「海の再生」など個別フィールドにおける水環境マネジメントの推進のための「産官学」と連携し
たモデル検討、事例蓄積、普及展開を実施。

国

大船渡市・メタウォーターＪＶ

全国の地方公共団体

４．普及展開

３．成果１．調査委託

２．ＦＳ調査実施
東北大学、近畿大学と連携しつつ「豊か

な海の実現に向けたＦＳ調査を実施」

５．計画化・事業化へ

会議の場を活用した広域調整 ＦＳ調査を通じたベストプラクティスの普及展開手法

海の再生等について関係都府県の連携した取り組みを
促すため、国が主体となって再生推進会議等の広域調整
の場を設置。東京湾では、２０２０年東京オリンピックの開
催に向け、東京湾再生推進会議の場を活用するなどして
水環境の改善対策を推進中。

国が主体となって、大船渡湾流域をフィールドに「豊かな海」
の実現に向けたFSを実施。

～海の再生会議の事例～ ～大船渡市における事例～

お台場等のアピールポイントの水環境改善へ



１．水環境創造 ④流入水質等の情報を活用した公衆衛生の向上～『公衆衛生の確保』～
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○流入水質等情報をインデケーターとして病原性微生物の大量流入が確認された場合等に、緊急的に感染症
発生情報を地域に提供、放流先の水利用状況に応じた消毒強化・関係機関との連携によって地域の公衆衛
生を確保。

○地域の要望に応じた水環境（水浴等）の目標を流総計画に位置づけ、地先の水環境を改善（再掲）。
○ＳＳＯ（分流式下水道雨天時越流水）について公衆衛生上の影響を把握し必要な対策を推進。
○引き続き、合流式下水道の改善対策を推進。

安全・安心な水環境

感染症流⾏検知
システム消毒強化

ウイルス等

感染症情報
浄⽔場

浄⽔場

感染症情報

感染症情報

消毒強化

○衛⽣部局や環境部局等の評価、⽔利
⽤状況に応じた下⽔道としての対応
消毒等強化⽅策例
・凝集剤添加
・紫外線・オゾン消毒の導⼊
・MBR（膜分離活性汚泥法）導⼊

施策イメージ：

流入水中のウイルス情報を把握し、流域に情報提供を行うとともに、下水処理場の消毒等を強化するなどし
て、流域及び放流先の公衆衛生を確保。

⽔系汚染・感染
メカニズム等を
踏まえた衛⽣部
局、環境部局等
による評価

関係者連携
による必要
な対策の実
施
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○渇水リスクの増大や災害時への対応が求められる中で、常時の処理水の場内利用の徹底はもとより、雨水・再生
水の平時の利用に加え、渇水時等の非常時の利用を好事例の普及展開により促進。また、流総計画等において安
全・安心の観点から渇水時における対応を検討。

○水資源としての利用のみならず、下水熱といったエネルギー利用や窒素・リン・CO2などの利用と合わせて多元的に
活用する再生水利用を好事例の普及展開により促進。

■渇水時対応の給水施設の設置

■災害時対応の防火用水としての利用

再生水利用ポテンシャル：147.1億m3/年

１．水環境創造 ⑤非常時における再生水利用等の再生水多元的活用～『資産・資源・ナレッジの活用』～

再生水の非常時の利用 再生水の多元的活用

～渇水時の再生水利用の事例～
渇水時に下水処理水を緊急的に使用するための取水施設
や処理水送水施設の整備及び防火用水としての利用を促
進し、地域の安全・安心に寄与。

～ささじまライブ２４の事例～
ささしまライブ24地区では、修景・水質改善利用
と下水熱利用をパッケージで実施。



１．水環境創造 ⑥下水道技術の実証・国内外への展開～『資産・資源・ナレッジの活用』～
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○ストックを活用した、低コストで早期に効果発現可能な高度処理技術、ＩＣＴ技術や有用藻類の培養など新た
な視点も取り入れた資源回収と一体化した下水処理技術について産官学との連携の中で技術実証・ガイド
ライン化を行うなどして国内外へ展開。

○研究と事業をつなぐコーディネートを国がリードすると共に、下水道分野の技術の他分野への応用等につい
てJS等の技術力を活用。

ボトリオコッカスオーランチオキトリウム

最初沈
殿池

一次
処理

二次
処理

有機物
の除去

窒素・
リンの
除去

光合成で増殖

【副産物】
石油成分の生産

施策イメージ：下水処理を資源活用ととらえ、
有用藻類の培養で水処理を行うような研究レ
ベルの技術を実証・実用化

有用藻類の活用による資源化 ＩＣＴ技術を活用した効率的管理

施策イメージ：ＩＣＴ・民間活力等の導入で国内の複数
処理場と海外処理場を一体的に管理し低コスト化を
実現するとともに日本のナレッジの海外展開と海外で
学んだ低コスト手法を逆輸入。

ＩＣＴを活用し、国内外一体管理

⇒低コスト化、ナレッジの展開・
蓄積・活用

【下水処理水】
窒素・リン除去



１．水環境創造 ⑦下水道の価値向上 ～『資産・資源・ナレッジの活用』～
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○下水道インフラの「ブランド化」のため、下水道資源を用いて商品化された農林水産物・癒しの花、観光、文
化等をＰＲするとともに、河川管理者、ＮＰＯや文部科学省等と連携した住民参画の下での環境教育・活動を
実施。

風格ある「水辺」の創造
（道頓堀における水辺創出の事例）

「下水道資源で減農薬ブランドとしての商品開発」

美味しい農林水産物（豊橋市で産学官連携で開発し
たトマト）・香りの良い癒しの花（東久留米市秋田農
園で開発中のハーブ）

施策イメージ

河川ＮＰＯネットワーク（身近な水環境の全
国一斉調査を行う約1000団体）と下水道関係

者の共同研究を、（公社）日本下水道協会の
基金を活用して実施する等、住民参画での連
携した環境教育・活動の推進

（渋谷川における再生水を活用
したまちづくり計画の事例）

下水道インフラ
の「ブランド化」



１．水環境創造 ⑧国際標準化を軸とした国際展開 ～『資産・資源・ナレッジの活用』～
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○水の再利用に関する国際標準化を主導し、我が国の優位技術である膜処理技術の国際展開を推進。併せ
て、下水処理水・資源を活用した農作物等育成手法もパッケージとして国際展開を実施。

○東南アジア等の浸水被害が大きい地域に対して国際標準化等の取組を進めるなどして貢献。あわせて国
内企業の国際展開にも寄与。

膜処理技術に関する開発・実証

海外展開

○膜処理技術に関して国際標準化がなされる
ことにより、

・本邦技術の優位性が見える化され、国際
競争力が強化

・膜処理技術そのものの信頼性が向上し、
市場拡大に寄与

TC282における国際標準化

○平成25年6月に日本が幹事国の水
の再利用に関する専門委員会
（TC282）を設置。

○膜処理技術等の我が国優位技術
の規格化を主導。

ＢＩＳＴＲＯ下⽔道
○水の再利用技術とともに、「食」に関する下水道

技術をパッケージで展開し、水・食糧問題に
パッケージでアプローチすることにより、海外展
開を優位に。

再⽣⽔に関する先進技術の
実⽤化に向けた検討

○大学等で実施されている再生水に関する先進技術の
実用化に向けた産学官の連携。

膜の例

○ＭＢＲ（膜分離活性汚泥法）の実証事業の実施
（平成21年度）

○下水道への膜処理技術導入のためのガイドラ
イン及び英語版ガイドラインの策定

○国内における規格作成検討

～ＴＣ２８２、ＢＩＳＴＲＯ下水道（食と下水道の連携）を通じた国際展開の事例～



施策イメージ
・既往最大降雨等に対しての浸水被害を最小化する計画が策定された事業に財政支援を限定化。
・ハード整備について、画一的な目標設定から地域の実情に応じた目標設定に転換。（5年確率降雨以上）。
・汚水の計画区域にとらわれず、浸水実績を有する地区等については公共下水道による雨水整備を可能に。

２．雨水管理 ①総合的な浸水対策による被害の最小化
～ 『再度災害の防止・軽減』及び『被害の最小化』 ～
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○再度災害の防止・軽減のため、既往最大降雨等に対する浸水被害最小を原則化
○確率年にとらわれず、地域の状況に応じたハード整備を可能に。

ハ
␗
ド

ソ
フ
ト

その他地区

計画
のみ

都市浸水対策達成率 55％

⼀
部
着
⼿

5～10年確率

一定規模以上の
被害あり

現状 本中期ビジョンにおける施策

既往最大

5年確率

ハ
␗
ド

基
本
機
能

ソ
フ
ト

ハ
␗
ド

地域の実情に
応じて設定

その他地区

※

汚
⽔
の
整
備
区
域
に
と
ら
わ
れ
な
い
⾬
⽔
整
備

下水道による浸水対策が必要な地区

既往最大



施策イメージ

・浸水リスクを踏まえた上で、地下空間高度利用地区や業務集積地区等をリストアップし、早期に整備水準を向上させ、
「生命の保護」「都市機能の確保」「個人財産の保護」を実現。

・効率的かつ効果的に浸水被害を最小化するため、ナレッジを活用の考え方を整理し、下水道管理者に周知

1414

地下街

地下鉄

木

木木

木

木

木木

木
地下駐車場

木

木木

木

木

木木

木

ターミナル駅

地下街等を緊急的に浸水対策を実施する必要が
ある地区としてリストアップ

・整備の順番

・既存の施設の活用

・施設情報や観測情報の
活用

・弱部に対応した施設整備

ナレッジを活⽤した
浸⽔対策

○近年の大規模な浸水被害地区に加え、浸水リスクを踏まえ、ハード整備による緊急的な浸水対策を実施す
る必要がある地区に重点化。

２．雨水管理 ①総合的な浸水対策による被害の最小化
～ 『再度災害の防止・軽減』及び『被害の最小化』 ～



きめ細やかな
対策の検討

２．雨水管理 ②ナレッジを活用した浸水対策
～ 『再度災害の防止・軽減』及び『被害の最小化』 ～
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貯留管内

水位計

地上雨量計

ポンプ運転

気象台

水位計

水位計

ポンプ運転

貯留管

雨水吐口

貯留管

雨水ポンプ場

雨水ポンプ場

地上雨量計

レーダー⾬量計

蓄積・分析 他部局

計画・
設計

施工 供用

＜ストックなし（新設）＞

計画・
設計

改築・
改造

供用

施設情報や観測情報等を
起点とするマネジメント

操作
変更

分⽔ゲートの開閉

施設のリアルタイム
コントロール

減災に活⽤

きめ細やかな対策の検討（概念）

＜ストックあり（改築・管理）＞

住⺠等への情報提供

協力店舗の位置図

コンビニ、気象情報会社、住
⺠等からの情報提供

○施設情報や観測情報の蓄積・分析を起点とするマネジメントによる浸水対策の原則化と必要な指針等の整備
○下水道管路内の水位観測やICT技術の活用に係る技術開発を実施し、効果的・効率的な技術を全国展開

施策イメージ
施設情報、水位・雨量等の観測情報等の活用といったＩＣＴを用いたきめ細かい浸水対策の実施や、住民や企業等

への情報提供による防災や減災への活用
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管きょの⼀部増径のイメージ ネットワーク化のイメージ

⼤規模幹線間

局地的浸水

施策のイメージ
水害の要因に応じたネットワーク化やボトルネック箇所の増径等による既存ストックを最大限活用

○施設情報や観測情報の蓄積・分析を起点とするマネジメントによる浸水対策の原則化と必要な指針等の整備
○下水道管路内の水位観測やICT技術の活用に係る技術開発を実施し、効果的・効率的な技術を全国展開

２．雨水管理 ②ナレッジを活用した浸水対策
～ 『再度災害の防止・軽減』及び『被害の最小化』 ～

⼩規模管路間
大規模ネットワーク

河川の調整池と下⽔道の⾬⽔貯留施設の直接接続



施策のイメージ
・不特定多数が利用する地下空間や業務集積地区等における既往最大の降雨以上も含めた浸水リスクの公表
・流域等を単位とした関係者による協議の場を活用した減災の取組み
・リードタイムを確保できる台風等を対象としたタイムライン式対応計画の構築
・局地的集中豪雨を対象とした予測技術の開発

２．雨水管理 ③ リスクマネジメント ～『犠牲者ゼロ』及び『基盤の構築』～

○既往最大以上の降雨に対応した犠牲者ゼロに向けたリスクマネジメントの検討・実施

計画や既往最⼤の降⾬以上の
浸⽔リスクの公表のイメージ タイムライン式対応計画のイメージ

出典：米国ハリケーン・サンディに関する国土交通省・防災学会関連合同
調査団による緊急メッセージの報告 平成25年10月9日 資料2-2

荒川流域に、千年に⼀度の⼤⾬
680㎜/3⽇が⽣じた場合を想定

・⽶国では、サンディにおいて、「タイムライン式対応計画」を使って、減災を実現。
・タイムラインとは、防災に
関わる組織が連携し、事前
調整を図り、ハリケーンに
対するそれぞれの役割や対
応⾏動を定めたもの

出典：米国ハリケーン・サンディに関する国土交通省・防災学会関連合同調査団によ
る緊急メッセージの報告 平成25年10月9日 資料3
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２．雨水管理 ④浸水対策の基盤の構築 等 ～『犠牲者ゼロ』及び『基盤の構築』～
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施策イメージ
・電子メール等を通じた初心者向け学習システムの構築
・下水道による浸水対策に係る工学の体系化及び授業の充実
・ 100㎜/h安心プラン等の施策を通じて、共通のデータに基づくまちづくりと連携した浸水対策を検討するための協議の
場の設置の促進

・コンパンクトシティへの都市計画誘導施策と連動した浸水対策、浸水対策の都市マスタープランへの位置づけの実施

○「産官学」が連携しつつ下水道による浸水対策に係る人材育成を実施。
○河川部局・都市計画部局・防災部局等と連携し、まちづくりにあわせて共通のデータに基づく浸水対策を推進

○東南アジア等の浸水被害が大きい地域に対して国際標準化等の取組を進めるなどして貢献。あわせて国内企業
の国際展開にも寄与。（再掲）

学習システムのイメージ まちづくりと連携した浸⽔対策の検討の事例
学識経験者や地元協議会、鉄道事業者などとの議論を踏まえ、横浜駅周辺地区において、

まちづくりを進める指針となる「エキサイトよこはま２２（横浜駅周辺大改造計画）」を平成21
年に策定。この方針に基づき、河川やまちづくりが一体となった抜本的な浸水対策を検討中。


